
地方教育費調査 
 
【実施機関】 
 千葉県教育庁企画管理部教育政策課（文部科学省） 
 
【調査時期】 
 毎年（一部隔年） 
 
【調査概要】 
（目的） 
 この調査は、学校教育、社会教育、生涯学習関連、及び教育行政における地方公共団体から支

出された経費並びに授業料等の収入の実態及び地方教育行政機関の状況を明らかにして、国・地

方を通じた教育諸施策を検討・立案するための基礎資料を得ることを目的とします。 
（主な内容） 
 １ 教育委員会等における教育費調査 （調査実施前会計年度間） 
  （１）学校種類別、支出項目別、財源別学校教育費 
  （２）社会教育施設別、支出項目別、財源別社会教育費 
  （３）支出項目別、財源別教育行政費 
  （４）教育施設別、科目別収入額 
 ２ 知事部局における生涯学習関連費調査 （調査実施前会計年度間） 
  支出項目別、財源別生涯学習関連費 
 ３ 教育行政調査 （調査実施年５月１日現在、隔年調査） 
  （１）類型別教育委員会数 
  （２）年齢区分別、在職年数別、職業別教育委員数 
  （３）年齢区分別、在職年数別、前歴別教育長数 
  （４）所属別、職名別本務職員数 
（調査対象） 
 都道府県及び市町村（特別区、教育事務組合、共同設置及び広域連合を含む。以下同じ。）の教

育委員会並びに公立の幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校、高等学校、中等教育学校、専修

学校、各種学校及び高等専門学校を対象とします。 
（調査方法） 
 （１）教育委員会等における教育費調査 
    文部科学大臣－都道府県教育委員会－都道府県立学校 
    文部科学大臣－都道府県教育委員会－市町村教育委員会－市町村立学校 
 （２）知事部局における生涯学習関連費調査 
    文部科学大臣－都道府県教育委員会 
（公表時期） 
 文部科学省の公表時期は、調査翌年度の５～６月頃に「中間報告」、１２月頃「地方教育費調査

報告書」を刊行しています。 
 県の調査報告としては、調査年度の３月頃「地方教育費調査報告書」を刊行しています。 
（公表方法） 
 刊行物及びホームページに掲載 
 


